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【専門領域】
 経済学部卒
 専門領域は国土・都市政策、社会インフラマネジメント、中小企業政策、政策金融等

【経歴】
 入社以来主に官公庁・自治体・公的外郭団体の調査・コンサルティングを実施
 宮城県（南三陸町）東日本大震災復興事業、熊本県益城町復興支援に従事
 著書は「地方創生2.0」、「首都圏未来計画2020」、「社会インフラ次なる転換」（いずれも共
著）など

 総務省「公営企業の経営健全化研究会」委員、横浜商工会議所委員、山形県圏域政策委員
会、山梨県産業ビジョン検討委員会など歴任

【本検討会に関連する主なプロジェクト】
 “スマートシティ”に関するプロジェクト （総務省、国土交通省他）
 公営企業・特殊法人（水道経営体、高速道路経営、政府系金融）改革に関するプロジェクト
 中小企業金融のあり方に関するプロジェクト
 社会インフラの維持更新費予測に関するプロジェクト
 自治体サンドボックス推進協議会マッチング等支援プロジェクト
 ふくしま水力発電支援プロジェクト 等

１．自己紹介

神尾文彦（かみお ふみひこ）
（株）野村総合研究所 社会システムコンサルティング部長・主席研究員
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議論の主な訴求点（案）

（１）地域「主体」の行動変容を見通し、地域「システム」のあり方をどう導くか

（２）フレームワークは国土・都市・主体他多面的に整理する

（３）地域の「デジタルマネジメント」の姿を具体的に検討したい

（４）施策はデジタルとフィジカルのバランス・融合について言及すべき

（５）施策は、内容だけでなくそのプロセス（手順）にも配慮する

２．「 Society 5.0（未来技術）」×「地方創生」に関する論点
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（３）地域の「デジタルマネジメント」の姿を具体的に検討したい

• デジタル基盤が整備されたとして、地域単位で誰が、どのようなかたちでデータ共有を行い、実際のサービス
を行うのが、地域経済・社会にとって良いのかを考える必要がある。「行政体」だけではなく「地域」をベースとし
た主体の検討である。

• 「Society 5.0」の浸透（データ連携・共有）によって、交通・水道・行政マネジメントのデータが共有され、地域で
あるべきサービスを効率的・効果的に提供できる可能性が高まる。

攻めと守りの双方を備えた地域組織のイメージ

２．「 Society 5.0」×「地方創生」に関する論点
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施策に関する訴求ポイント

（４）施策はデジタルとフィジカルのバランス・融合について言及すべき

• 例えば社会インフラの老朽化領域をみると、人口減少・担い手激減により、インフラの維持が困難である。

• 例えば、点検等に際してデジタル化投資を進めるのか（ドローン目視等）、物理的対応まで行うのか（減築等）、
現場は判断に迷うところである。自治体の規模によっても異なる。

• デジタル化技術の進展度合にもよるが、社会課題を克服するためにデジタル化への対応と、フィジカルな投
資をどのようにバランスさせるかを見極め、どの段階で融合していくべきか等の議論が必要である。

（５）施策は、内容だけでなくそのプロセス（手順）にも配慮する

• 自治体職員に関するデジタルリテラシーの格差は単に自治体の規模（大都市が高い、中小都市が低いなど）
によるものだけではない。

• また、デジタルリテラシーを向上させるために、すべての自治体共通で支援する人材を送り込むだけで解決
するものでもない。

• デジタル関連の人材支援を行う場合には、比較的規模の大きい自治体に先導してもらうか、都市圏単位で人
材支援を受け入れるか、などどのようなプロセスで支援をするかも検討すべきである。

２．「 Society 5.0」×「地方創生」に関する論点




